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第三者割当による新株予約権の発行中止に関するお知らせ 
 

平成22年11月26日開催の当社取締役会において決議いたしました平成22年12月14日を払

込期日とする第三者割当による第38回新株予約権の発行に関し、以下のとおり平成22年12月８

日開催の当社取締役会にて第三者割当による第 38 回新株予約権の発行を中止とすることを決議

いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．発行中止とした事由 

平成22年12月６日付適時開示「第三者割当による第38回新株予約権の割当予定先からの当

該新株予約権の引受けに関する見解の書面の受領に関するお知らせ」のとおり、当社は割当予

定先であるSun Hung Kai Investment Services Limited（以下、「SHKIS社」という。）を名乗

る送付元より、平成22 年 11 月 26 日開催の当社取締役会にて発行を決議した平成 22 年 12 月

14日を払込期日とする第三者割当による第38回新株予約権（以下、「本新株予約権」という。）

の割当てについて、SHKIS 社において正式な承認手続きを経ておらず、SHKIS 社の個人顧客サ

ービスの営業部門のセールスダイレクター（營銷董事）の一存によりなされた行為であるため、

SHKIS 社として法的責任を負うものではなく、また本新株予約権の割当てを引き受けた事実は

存在しない旨の通告書面を、平成22年12月６日付に国際宅配便にて受領いたしました。 

しかしながら、当該通告書面には署名者の自筆サインはあるものの、ブロック体での署名者

の氏名や署名者の役職・肩書きの記載がなく、当該通告書面の作成日付もございませんでした。

また国際宅配便の送付状においても、SHKIS社の企業グループ名である「Sun Hung Kai Financial」

との記載はございましたが、企業名・所在地等は SHKIS 社とは異なる事項が記載されており、当社

において当該通告書面が正式に SHKIS 社により作成され、送付されたものであるのかの判断がつい

ておりません。（但し、平成22年12月７日に、改めて当該通告書面の日本語訳文を国際宅配便にて

受領いたしました際の送付状には、SHKIS社の企業名、所在地が記載されておりました。） 

当社といたしましては、SHKIS社における本新株予約権の引受けにおける窓口部門に電話し、

当該通告書面の真偽の確認と、もし仮に正式にSHKIS社にて作成し送付してきた場合の、当該

通告書面の作成・送付に関わる担当部門又は担当者の情報の確認を行うべく、本新株予約権発

行に係るSHKIS社の担当者に確認しようとしたところ、電話応対者より当該担当者は退職した

旨を知らされました。そのため、電話応対者に本新株予約権の発行に係るSHKIS社の後任担当

者の紹介を要請したところ、不明であるとの回答しか得られませんでした。 

当社はその後も引き続き、SHKIS 社における本新株予約権の引受けにおける窓口部門に対し

て電話をかけ、当該通告書面の真偽の確認と、もし仮に正式にSHKIS社にて作成し送付してき

た場合の、当該通告書面の作成・送付に関わる担当部門又は担当者の情報の確認を行ってまい

りました。また昨日、SHKIS 社 Chairman に対して前述の質問を纏めた書面をFAX にて送付し、

国際宅配便での送付手配も行いましたが、本日現時点においてSHKIS社より一切の回答が得ら

れておらず、当該通告書面が正式にSHKIS社から送付されてきた書面であるかの判別が、現時

点においても出来ておりません。 
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しかしながら、当社といたしましては、当該通告書面がSHKIS社と関わりがなく、本新株予

約権の割当の引受けの意思に変更がなければ、当社からの問合せ等に対して適時適切な回答が

頂戴できるものと考えておりましたが、現状のようにSHKIS社における本新株予約権の引受け

における窓口部門において本新株予約権の担当者は不在であるとの回答しか得られず、また当

社からの当該通告書面に対する質問についてもSHKIS社において一切の回答がない等の前述の

状況を総合的に判断した結果、当該通告書面はSHKIS社から本新株予約権の割当てを引受けな

いとの意思を持って送付してきた可能性が非常に高いと判断しております。また、その前提に

基づいた場合、本新株予約権の発行に係る有価証券届出書の効力発生日である平成22年12月

12日（日）までに、SHKIS社との間で本件問題を解決させることは難しいとの判断をいたしま

した。 

その上で、当社は、本新株予約権の割当先の１つであるRJT合同会社に対して、前述の当社

判断をご説明し、場合によっては本新株予約権の発行を中止せざるを得ない可能性がある旨を

お伝えしたところ、本件事情をご理解いただき、本新株予約権の発行中止の判断については、

当社判断に従う旨の承諾を頂戴いたしました。 

当社といたしましては、本新株予約権の発行が中止となることによる当社の企業経営に対す

る影響は非常に重大であり、今後の会社運営に必要な短期資金の手当ての緊急性、新規事業の

推進に対するマイナスの影響による業績への影響、当社株価をはじめとする株式市場に与える

影響、今後の当社資金調達に与える影響等を踏まえて、経営陣において十分に検討を重ねまし

たが、不確実事項を含んだまま本新株予約権を発行することは株式市場に対する上場企業とし

ての責務上不適格であり、株式市場をはじめ当社取引先等への情報開示をいち早く実施し、早

急に今後の対策を検討することが重要であるとの判断から、平成22年12月８日開催の当社取

締役会において、本新株予約権の発行を中止とすることを決議いたしました。 

 

２．今後の対応 

当社では、現地に当社社員を派遣する等、引き続きSHKIS社に対して、当該通告書面の真偽

の確認と今後の本件問題に係る対応窓口の確認を行い、速やかにSHKIS社に対して事実関係を

確認し、その上で今後の対応を協議できるよう鋭意注力してまいります。 

なお、当社におきましては、きちんと事実関係を確認した上で、このような事態に至りまし

た原因を調査し、調査結果が纏まり次第、速やかに適時開示にてお知らせいたします。 

 

３．業績に与える影響 

当社では、本新株予約権の発行並びに行使による調達資金 294 百万円（概算差引手取額 276

百万円）を、平成 23 年３月期における当社運転資金 106 百万円、未払金及び借入金の返済資

金87百万円、新規事業の推進等資金83百万円を使途として充当する予定でおりました。 

この度の本新株予約権の発行中止により、前述の調達資金の資金使途への充当に重大な影響

を及ぼすことが懸念されるため、未払金及び借入金の債権者に対する返済期限延長の申入れ等

の対応を行うとともに、当面の運転資金の調達につきましても引き続き早急なる手当を進めて

まいります。今後の当社短期資金並びに新規事業推進等資金に対する当社の対応方針が確定い

たしましたら、速やかに適時開示にてお知らせいたします。 

なお、本件による当社の業績に与える影響は現在精査中であり、詳細につきましては判明次

第、速やかに適時開示にてお知らせいたします。 

この度の本新株予約権の発行中止につきましては重大な事態であると考えております。既存

株主の皆様をはじめ市場の多くの方々におかれましては、ご心配ご迷惑をおかけすることとな

りますことを深くお詫び申しあげます。 

 

                             以上 
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別紙 

 

＜ご参考＞ 

【平成22年11月26日付決議の第三者割当による第38回新株予約権の発行要項】 

（１） 発行期日 平成22年12月14日（火） 

（２） 新株予約権の総数 290個 

（３） 発行価額 １個につき13,579円 

（４） 発行価額の総額 3,937,910円 

（５） 資金調達の額 
新株予約権１個当たり1,000,000円が出資されるものとする。 

293,937,910円（発行価額を含む） 

（６） 資本組入額 146,968,955円 

（６） 
当該発行による 

潜在株式数 

193,332株（当初行使価額で算定した場合）(124.46％) 

※下限行使価額による最大潜在株式数：241,666株 (155.58％) 

（７） 
行使価額及び 

行使価額の修正条項 

当初の行使価額：1,500円 

当社は、本新株予約権の発行後、当社取締役会が資金調達のために必要と認めた場合

に限り、平成22年12月14日以降、平成23年６月13日までの間において１回のみ、本新株

予約権の行使価額が修正される日（以下、「修正開始日」という）を当社取締役会の決

議により決定し、本新株予約権の要項に従って修正開始日の翌日に本新株予約権の行使

価額を修正することができます。 

行使価額修正の決定が行われた場合、行使価額は、行使価額の修正が当社取締役会で

決議された日（以下「行使価額修正決議日」という）の前銀行営業日まで（当日を含む。

以下同じ。）の３連続取引日（但し、終値のない日は除き、行使価額修正決議日の前銀

行営業日が取引日でない場合には、行使価額修正決議日の前銀行営業日の直前の取引日

までの３連続取引日とする。）の株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の普通

取引の毎日の終値の単純平均値の90％に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出

し、その小数第１位を切り捨てる。）に修正されます。 

上限行使価額：制限無し 

下限行使価額：1,200円（当初行使価額の80.00％の金額） 

（８） 
募集又は割当方法 

（割当予定先） 

第三者割当の方法によります。 

（１）Sun Hung Kai Investment Services Limited    280個 

（２）RJT合同会社                    10個 

（９） その他 
上記各号については、関係当局の許認可が得られること並びに金融商品取引法に基づく

有価証券届出書の効力発生がなされることを条件といたします。 

 


